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日本政府の貸借対照表

資産の部 負債の部

湖東税理士講演（2・10＠国会内集会）
「孫子の代まで政府の「資産」あり!」
◇消費税廃止各界連絡会（各界連）が10日、開いた国会内集会で、税理士の湖東京至氏が、「政府の主張『消費税増税は、財政健全化・社会保障財源のため』に反論する」と題して講演。

湖東氏は、日本の財政状況を貸借対照表で示し、「政府の財政赤字の主張には、『資産』が入っていない。消費税増税しなくてもギリシャの二の舞にはならない」と批判しました。また、財政再建の財源をどうやって作り出すか提案。消費税をなくしても安心！の財政であることが明らかになりました。
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●湖東講演はインターネットで動画配信中です。各界連のHPから視聴ページに入れます。配信は1カ月の予定です。学習資料として大いにご活用下さい。
政府｢明日の安心対話集会｣に抗議

＜滋賀県各界連・社保協＞

◇政府は「税と社会保障一体改革」に国民の理解を得るためとして「明日の安心」対話集会を18日、全国4カ所で開催する予定。滋賀県各界連と県社保協は14日近畿財務局大津財務事務所を訪れ、国民の意見を反映した集会を持つよう要請しました。
中日新聞（2/11付）は、会場が滋賀県で人口の最も多い大津市ではなく、長浜市の曳山博物館となり、参加者定員が15人と少ないため、県民から戸惑いの声が出ていると報道。近畿財務局によれば、安住淳財務相の｢ひざを突き合わせてじっくり話したい」という意向に沿い、少人数制を採ったとのこと。応募が多い場合は、性別・年齢などに偏りなく、長浜市民が多くなるよう選ぶ方針。
県各界連の廣田事務局長は、「募集方法は5日間、メールのみ。アリバイ的開催だ」と話しています。
業者団体訪問で賛同広がる
＜神奈川県商工団体連合会＞

1月に大宣伝行動に取り組み、県下の業者団体と懇談。各地で積極的に受け止められました。

＊鎌倉商工会議所・波多辺専務理事：「消費税増税の前にやることがいっぱいある」「増税には反対」「地域経済振興が必要」
＊三浦市商店街連合会・岩野会長：「趣旨は、解りました。団体署名は書いて届けます」

＊大和商工会議所・林専務理事：「増税反対の意思表明はむずかしいが、住宅リフォーム助成制度や商店街活性化についても今後交流できると思う。正副会頭などにも話をしておく」
＊西門商店街協同組合・小林理事長：「消費税をこれ以上上げられたらやっていけなくなる」。団体署名をしてくれた。

＊クリーニング組合厚木支部・大塚支部長代理：内容を理解してもらい、団体署名をしてもらう。
＊厚木市建設協会：建設業者は消費税の前に仕事がなくて大変な状況。個人的に趣旨は理解と懇談。「消費税の増税に賛成する人はいないと思うが、今やられたら困る」と役員談。



このニュースは県各界連および加盟団体へ送っています。増し刷りしてご活用ください。
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